
様式第二十五 

 

 

先端設備等導入計画の変更に係る認定申請書 

 

 

   令和○○年○○月○○日 

 

 

 小牧市長 山下 史守朗 殿 

 

住    所 〒〇〇〇－〇〇〇〇 

        愛知県小牧市〇〇1 丁目 2-3 

名 称 及 び 株式会社〇〇製作所 

代表者の氏名 代表取締役 〇〇 〇〇   

電話番号 ０５６８－〇〇－〇〇〇〇 

メールアドレス 〇〇〇〇@komaki.co.jp 

 

 

           

 

 

 

 

 令和〇年〇月〇日付けで認定を受けた先端設備等導入計画について、下記につい

て別紙のとおり変更したいので、中小企業等経営強化法第53条第１項の規定に基づ

き申請します。 

 

記 

 

１ 変更事項 

・設備の導入 

 

２ 変更事項の内容 

・〇〇器具／MC-5 を令和５年９月に追加導入 

 

（備考） 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  

 

「1 変更事項、2 変更事項の内容」には、変更の概要

を記入してください。 

※前回、認定を受けた日付を記入して下さい。 

・初めての変更認定申請の場合は、新規申請時の認定日  

・２回目の変更認定申請の場合は、前回の変更認定日  となります。 

 

☑事業者向け支援施策情報等の配信を希望する

場合は✔を入れてください 

 

 



 

別 紙 

 

先端設備等導入計画 

 

 

１ 名称等 

１ 事業者の氏名又は名称 株式会社〇〇製作所 

２ 代表者名（事業者が法人の場合） 代表取締役 〇〇 〇〇 

３ 法人番号 ××××××××××××× 

４ 資本金又は出資の額 1,000 万円 

５ 常時使用する従業員の数 12 人 

６ 主たる業種 輸送用機械器具製造業 

 

２ 計画期間 

   令和 5 年 5 月 ～  令和 8 年 4 月 

 

３ 現状認識 

①自社の事業概要 

・・・・・・・・・・（前回認定時の記載事項はそのままで） 

前回認定時から事業概要に特段の変化がある場合は、追記（下線付きで）お願いします。 

 

②自社の経営状況 

・・・・・・・・・・（前回認定時の記載事項をそのままで） 

前回認定時から経営状況に特段の変化がある場合、追記（下線付きで）お願いします。 

 

③計画の実施状況及び変更理由   

 

 

 

 

 

 

４ 先端設備等導入の内容 

（１）事業の内容及び実施時期 

①具体的な取組内容 

・・・・・・・・・・（前回認定時の記載事項はそのままで） 

前回認定時から具体的な取組内容に特段の変化がある場合は、追記（下線付きで）お願い

します。 

認定を受けた「先端設備等導入計画」を基に

修正する形で作成してください。変更・追記

部分については、下線を引いてください。

（記載例では朱書きにしています。） 

 



 

②将来の展望 

・・・・・・・・・・（前回認定時の記載事項はそのままで） 

【例】今回の変更で、追加する新たな設備の導入により、更に多くの受注に対応

できるようになり、受注できる商品の幅も広がり、更なる売り上げ増加が見込め

るため、生産性の向上を実現することができる。 

 

（２）先端設備等の導入による労働生産性向上の目標 

現状 

（Ａ） 

計画終了時の目標 

（Ｂ） 

伸び率 

（Ｂ－Ａ）／Ａ 

8,000 千円 8,960 千円 12.0％ 

 

（３）先端設備等の種類及び導入時期 

 設備等名／型式 導入時期 所在地 

１ 〇〇製作機械／XYZ99 令和 5 年 5 月 小牧市○○1-2-3 

２ 〇〇旋盤／AAA-0123 令和 5 年 5 月 小牧市○○1-2-3 

３ 〇〇器具／MC-5 令和 5 年 9 月 小牧市○○1-2-3 

４  年  月  

５  年  月  

 

 設備等の種類 単価 

（千円） 

数量 金額 

（千円） 

備考 

１ 機械装置 20,000 1 20,000  

２ 機械装置 10,000 2 20,000  

３ 器具備品 5,000 1 5,000  

４      

５      

 

 設備等の種類 数量 金額（千円） 

設備等の種類別 

小計 

機械装置 3 40,000 

器具備品 1 5,000 

   

   

   

合計 4 45,000 

 

 

 

 



 

５ 先端設備等導入に必要な資金の額及びその調達方法 

使途・用途 資金調達方法 金額（千円） 

先端設備等購入資金 融資 40,000 

先端設備等購入資金 自己資金 5,000 

 

 

６ 雇用に関する事項 

 

 

 

 

 

 


